予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：科学技術振興費
	事業名:　試験研究機関受託研究実施事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　総合企画部 研究開発課 産学官連携係　電話番号：058-272-1111（内2487）
　　　　　　　E-mail：c11162@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：11,747千円（前年度予算額：11,747千円）
	要求内容


	１　要求の内容


企業等が抱える研究開発に関する課題の解決のために、県の試験研究機関が所有する人材、機材及びノウハウを用いて、委託（有料）により試験研究を行い、その結果データを提供する。
・平成12年度から産業界等の研究開発の支援強化を図るため開始
・民間企業等では解決が困難な研究課題を県の試験研究機関が受託して研究開発を進める制度
	２　所要経費


科学技術企画推進費研究経費（任意）　11,747千円
	２月１日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	11,747
	0
	0
	0
	0
	0
	11,747
	0
	0

	要求額
	11,747
	0
	0
	0
	0
	0
	11,747
	0
	0

	２月1日時点
査定額
	11,747
	0
	0
	0
	0
	0
	11,747
	0
	0

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　県内企業、特に中小企業は恒常的に解決が困難な研究課題を抱えているが、それを解決するための手段及び情報が不足しており、本事業を通して企業等が抱える課題を解決し、企業等の技術力向上や新製品の開発等に貢献する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	受託研究 年間実施件数

	－件
（H11）
	22件
（H21）
	21件
（H22）
	19件
（H23）
	20件
（H25）
	95.0％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
受託研究実施件数　  10件　※H24.11.8現在
工業技術研究所　   4件（ＦＳＷ接合技術、放電プラズマ焼結接合技術、手すり強度試験、研削加工痕除去技術）
産業技術センター   1件（航空機等の操縦安全情報表示用ガラス繊維反射帯の試作）

情報技術研究所　　 1件（タッチパネルへの接触状態を電気的に実現する技術）

生活技術研究所     1件（ＣＮＦとＦＲＰ廃材を利用した複合材及びスモールバッチ生産システム）

農業技術センター   1件（ハスモンヨトウ核多角体病ウイルス製剤の品質管理方法・性能実験）

森林研究所         2件（多雪地域人工林の針広混交林化、カシノナガキクイムシのくん蒸駆除効果）


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　本年度実施の受託研究10件のうち、1件は8月に終了し委託元の企業等へ研究結果データを提供済み（タッチパネルへの接触状態を電気的に実現する技術）。

なお、2件は年末（12月）迄、7件は年度末（3月）迄を契約期間として実施中であり、委託元の企業等へ研究結果データが提供できるのは今後の予定となっている。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	産業界等の研究開発の支援強化を図るために開始し、民間企業等では解決が困難な研究課題を県の試験研究機関が受託して研究開発を進める制度で、県内企業などが研究開発に要する期間及び費用を削減できるため、事業の必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　受託研究の年間実施件数は、過去３カ年平均で約21件（1研究所あたり約2件）と多く、事業効果が現れている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　実施要綱及び要領により、受託基準や受託料算定基準、委託申請・受託研究契約・委託料納付・研究結果報告等の手続きを定めて実施することで、効率化を図っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
試験研究機関の人員削減や若手研究員の不足が進む中で、委託内容に対応できるだけの高い技術力の維持、企業の望む開発スピードを達成するのに必要な高い分析能力の維持を図っていく必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　本事業は、県内（一部県外含む）企業等から委託されて実施する受託試験研究であり、県民のニーズに対して直接応えていると言える。さらに、事業費は企業から納入される研究費で行うため、県の財政負担はなくコスト面でも優れている。
企業等が抱える課題を解決することで、企業等の技術力向上や新製品の開発等に貢献することができ、また、地域の業界や団体等とのネットワークを構築できるため、引き続き実施していく。


